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この度、平成18年３月31日現在の宅地建物

取引業者と宅地建物取引主任者に係る統計

を、宅建システムのデータベースから作成し

ました。その結果は、別表１－１から別表

２－９のとおりです。

なお、データ入力処理手続等の関係で、国

土交通省の統計と若干相違することがありま

す。また、比率（％）は四捨五入により小数点

以下第一位までの表示とします。

1 宅建業者の統計概要

盧　業者数

［業者数は２年連続の増加］

業者数は131,083業者になり、平成16年度

末の130,541業者（以下、16年度末の数は括弧

書きとします。）から542業者、0 .4％の増加

（504業者、0.4％の増加）です。

この統計を取り始めた平成７年度以降、業

者数は減少傾向にありましたが、平成17年度

末は平成16年度末に引き続き増加になりまし

た。業者数が増加したのは、宅建業法改正

（平成８年４月施行）により免許の有効期間が

３年から５年に延長されたことに伴い、平成

17年度（及び16年度）においては、法改正以前

からの業者で更新期を迎える者が無くなるこ

とから、更新の少ない時期に当たるためと考

えられます。

〈別表１－１、グラフ１－１参照〉

（注）第二次宅建システムの改良により、年度をま

たいでの遡及入力等を反映できるようになっ

たため、この冊子に掲げる平成16年度末の数

は、昨年刊行した統計資料に掲げる平成16年

度末の数と一致しない場合があります。

［期限切れ件数が引き続き減少］

業者数の増減内訳は、免許換え（転入）を除

く新規免許が6,146業者（5,832業者）、免許換

え（転出）を除く廃業等が5,603業者（5,349業者）

です。

平成16年度末と比較すると、免許換え（転

入）を除く新規免許件数が314件増加し、免許

換え（転出）を除く廃業等件数が254件増加し

ました。

廃業等5,875業者（5,626業者）の内訳は、廃

業5,067業者（4,826業者）、期限切れ256業者

（309業者）、免許取消し280業者（214業者）と

なっています。平成16年度末に比べ期限切れ

の件数は53件の減少でした。

〈別表１－２、グラフ１－２参照〉

［免許権者別の業者数は、減少］

免許権者別では、28都道府県で減少（27都

道府県及び大臣免許で増加）しており、平成

16年度末に比べ減少になりました。

規模別では、１万業者以上は東京、大阪、

５千業者以上１万業者未満は埼玉、神奈川、

愛知、兵庫の４県、１千業者以上５千業者未

満は30道府県及び大臣免許、１千業者未満は

11県で、前年と変わりはありません。

最多は東京の22,839業者（22,378業者）、最

少は鳥取の387業者（393業者）です。

〈別表１－１参照〉

平成17年度末
宅建業者と取引主任者の統計について

情報管理部
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［組織別業者数は、法人1.2％の増加、個人業

者2.7％の減少］

法人・個人別業者数は、法人が105,360業

者になり、平成16年度末から1 ,253業者、

1.2％の増加（104,107業者で1,164業者、1.1％

の増加）、個人業者が25,723業者になり、16

年度末から711業者、2.7％の減少（26,434業者

で660業者、2.4％の減少）です。

法人は、29都道府県及び大臣免許で増加

（32都道府県及び大臣免許で増加）しており、

増加率が高いのは、大臣免許4 .9％、沖縄

3.1％、東京2.7％、石川2.2％、大阪2.1％です。

個人業者は、38都道府県で減少（37都道府

県及び大臣免許で減少）しており、減少率が

高いのは、鳥取5 .5％、神奈川4 .8％、大阪

4.7％、北海道及び宮城4.2％です。

〈別表１－１、グラフ１－１参照〉

［構成比率は、概ね従来同様］

全業者数に対する株式会社、有限会社、個

人業者別の構成比率は、株式会社47 .3％

（47.5％）、有限会社32.2％（30.4％）、個人業

者19.6％（20.2％）で、株式会社と個人業者が

減少、有限会社が概ね増加の傾向は統計を取

り始めた平成７年度以降続いています。

〈グラフ１－３参照〉

［個人業者の高齢化が進む］

個人業者の平均年齢は61.5歳（61.0歳）にな

り、平成16年度末に比べ0.5歳上昇していま

す。構成比率は、60歳以上が全体の56 .1％

（55.0％）、50歳以上にあっては全体の86.1％

（85.6％）を占めています。

平均年齢が最も高いのは、東京の66 .7歳

（大臣免許67.3歳）、最も低いのは沖縄の56.5

歳（56.1歳）です。

〈別表１－４、グラフ１－４・１－５参照〉

盪 従事者数等

［知事免許業者が２年連続の増加］

従事者数は509,718人になり、平成16年度

末に比べ10,570人、2.1％の増加（499,148人で

8,083人、1.6％の増加）です。

従事者数は平成７年度に業者統計を取り始

め８年度末は増加しましたが、９年度末から

は減少を続けていました。平成16年度末は８

年ぶりに増加に転じ、17年度末も引き続きの

増加となりました。内訳は、大臣免許業者の

従事者が5,673人増加（2,781人増加）で、平成

12年度以降の増加傾向に変わりはありません

が、知事免許業者の従事者が4,897人の増加

（5,302人増加）となっており、２年連続の増

加となりました。

１業者平均従事者数は3.9人（3.8人）で、内

訳は、組織別では法人4.4人（4.3人）、個人1.8

人（1.8人）、免許権者別では大臣免許が52.2人

（51.8人）、知事免許が3.1人（3.0人）です。

〈別表１－３、グラフ１－６参照〉

［５人未満の業者数が112,630業者、業者数の

86.0％を占める］

従事者５人未満の業者数は112 ,630業者

（112,720業者）になり、平成16年度末から90

業者減少しました。

〈別表１－５参照〉

［専任取引主任者数］

専任取引主任者数は193,634人（190,079人）

になり、平成16年度末から3,555人、1.9％増

加しています。

１業者平均専任取引主任者数は、1.5人（1.5

人）です。

〈別表１－３参照〉



蘯 資本金階層別業者数

資本金階層別では、株式会社は１千万円以

上２千万円未満の業者が69.5％（69.9％）、有

限会社は500万円未満の業者が72.9％（72.4％）

を占めており、平成16年度末とほぼ同様です。

「最低資本金規制特例制度」（平成15年２月

１日施行、平成18年５月１日廃止）によると

考えられる資本金１千万円未満の株式会社数

が３年連続して増加しています。500万円未

満の株式会社数は381業者（217業者）、500万

円以上１千万未満の株式会社数が130業者

（66業者）です。

〈別表１－６参照〉

盻 回次別業者数

業者数を回次（免許を継続して受けた回数

のこと）別にみると、回次（４）までの業者が

55.2％（53.1％）で半数以上を占めています。

〈別表１－７、グラフ１－７参照〉
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【単位：業者．％】
別表１－１
宅地建物取引業者免許権者別・組織別業者数一覧表
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別表１－２
宅地建物取引業者免許権者別・組織別増減数一覧表 【単位：業者】
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別表１－３
宅地建物取引業者免許権者別・組織別・免許業者・従事者・専任取引主任者数一覧表【単位：業者．人】
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別表１－４
都道府県別・年齢階層別個人業者数構成比一覧表 【単位：人．％．歳】
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別表１－５
宅地建物取引業者免許権者別・従事者数階層別業者数一覧表 【単位：業者. 人. ％】



RETIO. 2006.  6  NO.64

30

別表１－６
株式・有限会社別資本金階層別業者数一覧表 【単位：業者．％ 】
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別表１－７
宅地建物取引業者免許権者別・回次別業者数一覧表 【単位：業者．％】
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グラフ１－１　宅地建物取引業者数の推移（単位：業者）
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グラフ１－２　廃業業者数（理由別）の推移（単位：業者）
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グラフ１－３　株式会社、有限会社、個人業者の構成比の推移（単位：％）
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グラフ１－４　個人業者年齢階層別構成比（単位：歳. ％）

グラフ１－５　個人業者の平均年齢の推移（単位：歳）
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グラフ１－６　従事者数の推移（単位：人）

グラフ１－７　宅地建物取引業者回次別構成比

（単位：％）
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2 取引主任者の統計概要

盧 概況

［取引主任者（就業者）数は1 .8％増加し、

258,410人に］

取引主任者資格登録者数は768,125人にな

り、平成16年度末の751,275人（以下、16年度

末の数は括弧書きとします。）から16,850人、

2.2％の増加です。

〈別表２－１・２－４・２－７参照〉

取引主任者証交付者数は425,533人（420,834

人）になり、平成16年度末から4,699人、1.1％

の増加です。

〈別表２－２・２－５・２－８参照〉

取引主任者（就業者（取引主任者証交付を受

け、かつ、宅建業に従事している者）数）は、

258,410人（253,781人）になり、平成16年度末

から4,629人、1.8％の増加です。

〈別表２－３・２－６・２－９参照〉

資格登録者数はこの統計を取り始めた平成

５年度以降増加を続けていますが、取引主任

者証交付者数は平成15年度末から２年連続減

少したものの、平成17年度末は増加になりま

した。就業者数はほぼ横這いの状態が続いて

いますが、平成17年度末は、平成16年度末に

引き続き微増となりました。

〈グラフ２－１・２－２参照〉

盪 取引主任者（就業者）数の統計

①男女別取引主任者（就業者）数

［取引主任者（就業者）数は、男性1.5％の増加、

女性3.1％の増加］

男女別取引主任者（就業者）数は、男性が

205,059人になり、平成16年度末から3,012人、

1.5％の増加（202,0047人で547人、0.3％の増

加）です。

一方、女性は53,351人になり、平成16年度

末から1,617人、3.1％の増加（51,734人で602

人、1.2％の増加）です。

〈別表２－３・２－６、グラフ２－３参照〉

［女性比率は0.2％増加し、20.6％に］

取引主任者の女性比率は資格登録者数、取

引主任者証交付者数、就業者数とも年々増加

しており、取引主任者（就業者）数でみると

20.6％であり、平成５年度末からの12年間で

3.2ポイント高くなりました。

〈別表２－３・２－６、グラフ２－３・２－４参照〉

②年齢別取引主任者（就業者）数

［60歳以上の構成比が増加］

取引主任者（就業者）数を年齢階層別でみ

ると、50～59歳が最も多く、構成比は26.4％

（26.9％）となっています。

全年齢階層を比較すると、資格登録者数、

就業者数は、60歳以上の構成比が増加してい

ます。

〈別表２－３・２－９参照〉

③取引主任者（就業者）の平均年齢

［平均年齢は昨年度と同様の48.9歳］

取引主任者（就業者）の平均年齢は48 .9歳

（48.9歳）で、平成16年度末と同様となりました。

平成６年度末以来、毎年平均年齢は上昇して

きましたが、今回その上昇が止まりました。

男女別では、男性49 .5歳（49 .5歳）、女性

46.6歳（46.5歳）です。

〈別表２－３・２－６参照〉

④都道府県別取引主任者（就業者）数

取引主任者（就業者）数で増加比率が高いの

は、鳥取15.3％、岩手6.0％、埼玉4.2％です。

取引主任者（就業者）数で女性比率が最も高

いのは熊本の25.1％で、平成16年度末と同様

です。

〈別表２－６・２－９参照〉
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別表２－１
年齢階層別・男女別取引主任者資格登録者数一覧表　【単位：人．％】

別表２－２
年齢階層別・男女別取引主任者証交付者数一覧表　【単位：人．％】

別表２－３
年齢階層別・男女別取引主任者就業者数一覧表　【単位：人．％】
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別表２－４
都道府県別・男女別取引主任者資格登録者数一覧表　　　　　【単位：人．％】
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別表２－５
都道府県別・男女別取引主任者証交付者数一覧表　【単位：人．％．歳】
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別表２－６
都道府県別・男女別取引主任者就業者数一覧表　【単位：人．％．歳】
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別表２－７
都道府県別・年齢階層別取引主任者資格登録者数一覧表　【単位：人．％】
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別表２－８
都道府県別・年齢階層別取引主任者証交付者数一覧表　【単位：人．％】
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別表２－９
都道府県別・年齢階層別取引主任者就業者数一覧表　【単位：人．％】
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グラフ２－１　取引主任者年度別人数の推移（単位：人）
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グラフ２－２　取引主任者年齢階層別人数（単位：人．歳）
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グラフ２－３　取引主任者男女・年齢階層別就業者数（単位：人．歳）
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グラフ２－４　取引主任者年度別女性比率の推移

（単位：％）
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